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　温室効果ガス排出削減目標に関する京都議定書が 1997 年に合意され、日本は 2008 年
～ 2012 年の排出量を、1990 年に対して６％削減することを目標としている。しかし、
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　温室効果ガス排出削減目標に関
する京都議定書が 1997 年に合意
され、日本は 2008 年～ 2012 年に
おける排出量の目標を、1990 年
排出量に対して６％削減としてい
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全体 男性 女性 20代 30代 40代 50代 60代 70代以上
調査数（Ｎ）  1171  545  602  109  169  201  280  258  135
非常に役立っている  2.0  2.6  1.7  1.8  1.8  2.5  0.7  1.9  5.2 
まあ役立っている  46.1  45.0  46.7  27.5  45.6  50.2  42.9  51.9  50.4 
あまり役立っていない  28.8  33.0  25.1  34.9  32.5  27.9  32.9  26.0  17.0 
全く役立っていない  1.8  1.8  1.7  3.7  1.2  1.5  0.7  2.3  2.2 
わからない  18.9  16.0  21.8  30.3  18.9  17.9  20.4  13.6  19.3 




全体 男性 女性 20代 30代 40代 50代 60代 70代以上
調査数（Ｎ）  1267  586  652  118  177  212  287  288  163
環境保全や資源節約のために
良いことだと思う
 91.6  91.1  92.7  94.9  97.2  98.6  96.2  86.4  77.3 
具体的に何をしていいか
分からない
 29.2  26.7  30.9  45.8  27.1  28.8  30.0  27.1  22.1 
手間や時間がかかる・面倒だ  25.5  25.0  25.7  33.1  30.5  26.0  27.5  18.4  22.7 
参考文献３）をもとに科学技術動向研究センターにて作成
科 学 技 術 動 向　2006年 5月号































全体 男性 女性 20代 30代 40代 50代 60代 70代以上
調査数（Ｎ）  1267  586  652  118  177  212  287  288  163
環境保全のために、自分に
できることはすべきである
 94.5  93.8  95.2  94.9  99.4  97.7  97.9  91.3  85.2 
自分に何ができるかわからない  38.7  37.5  40.1  60.2  38.4  36.8  43.2  34.7  27.6 
行っても効果を実感できない  37.2  33.5  40.6  61.1  48.0  43.3  37.2  27.1  19.0 
定期的に行ったり、長続き
させたりするのがむずかしい
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太字は新学習指導要領において新たに追加                                                                                                                                                               参考文献 11）より
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12 30 21 19 10 8
16 38 22 14 8 3
19 38 22 14 5 3
15 28 18 25 8 8
8 25 16 25 14 10
7 23 25 21 11 14
7 33 26 16 9 9
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18 30 12 18 10 12
20 26 13 20 11 11
21 30 11 14 14 11
13 34 13 19 6 15
年1回程度 年3～4回程度 月1回程度 月2～3回程度 毎週 その他 
参考文献 12）より（小学校N=64、中学校N=60）
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環境学習フェア 文部科学省 継続 環境教育担当教員の資質向上のため、環境学習フェアを開催





????????環境教育実践普及事業 文部科学省 継続 環境のための地球学習観測プログラム（GLOBE）モデル校や環境教育推進モデル地域を指定するなど、環境教育に関する優れた実践を促し、その成果を全国へ普及
愛知万博での



























































遊々の森 農林水産省 継続 国有林のフィールドを学校等の体験学習の場として利用できる「遊々の森」の設定を推進
森林環境教育窓口設置 農林水産省 継続 自然体験等に関する幅広い相談に応じるため、森林環境教育に関する相談窓口を全国の森林管理局・署に設置





海辺の自然学校 国土交通省 継続 港湾等における干潟・藻場・砂浜等の豊かな自然を市民が体験する場と機会を提供することにより、海辺の環境に対する理解を深め、良好な自然環境の保全と、安全で豊かな海辺環境の形成を促進
水辺の楽校プロジェクト 国土交通省 継続 川を活かした環境教育の推進を図るため自然環境あふれる安全な水辺を創出
















国立公園等の施設整備 環境省 継続 国立・国定公園等の歩道、キャンプ場等の基幹的利用施設、高度な自然学習や自然探勝のフィールド、エコミュージアム等の整備を推進
図表 12　環境教育に関する施策
参考文献 16）より
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中学2年生、N=148                                                               参考文献 18）をもとに科学技術動向研究センターにて作成
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13）  環境省、小中学生版 環境にや
さしいライフスタイル実態調査
（2003 年度（平成 15 年度）調査）：
  http://www.env.go.jp/policy/
k i h on_ke i k aku/ l i f e s t y l e /
h1610_02/03.pdf
14）  Environmental Performance 
Index：http://www.yale.edu/epi/


























21）  社団法人 環境情報科学センター：
  h t t p : / / www . c e i s . o r . j p /
kankyokakeibo/tokucho.html
22）  省エネルギー設備等導入促進情
報公開対策等事業：C新エネル
ギー・産業技術総合開発機構：
  http://www.nedo.go.jp/kankobutsu
  /pamphlets/shouene_taisaku/
jidousya.pdf
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現在、環境浄化に関する技術およびその技
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